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（３）産業医需要供給実態調査の取り組み

産業医科大学進路指導副部長　　   一瀬　豊日
・・・

○川上理事長（司会）　それでは、続きまして、「産業医需要供給実態調査の取り組み」に
ついて、産業医科大学の会場から、産業医科大学進路指導副部長の一瀬豊日先生にお話を
お願いいたします。どうぞよろしくお願いします。
○一瀬副部長　よろしくお願いいたします。産業医科大学進路指導副部長、一瀬と申しま
す。
　まず、この珍しい職名の進路指導副部長についてご説明いたします。通常の医学部です
と、各講座と各病院の診療科が非常に密な関係にあって、人の行き来があります。産業医
科大学は目的大学でありまして、医科大学あるいは診療科が、企業の人事と密接な関係が
当初はつくりにくい部分がございました。そのため、開学からしばらくたちましたところ
で、そういった企業と大学内の各講座等も束ねて人の行き来をさせるための窓口、今日の
ちょうどテーマで出てきていますマッチングを担うところの窓口として、本職が産業医科
大学の場合はつくられているというところでございます。
　この資料は、本日の発表の構成でございます。【資料 9-1】

　産業医需要供給実態調査事業と申しますのは、昨今の産業界が産業医不足をどう捉えて
いるのかということを発端といたしまして、産業医科大学として事業費の請求をいたしま
して、お認めいただいて実施している事業でございます。くしくも日本医師会の産業医の
組織化というところとも、問題とする背景がほぼ同じですので、同時期にこういったもの
がスタートし、成果をお互いに共有している部分でございます。
　初年度は調査紙調査を行いまして、これが２層に分かれております。事業所の調査、事

【シンポジウム】「これからの産業医支援のあり方と具体的取り組み」
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業者に対する調査、そして、産業医資格を新規に取得される方がどういった就職ルートを
取られているか、需要側の状況と供給側の求職行動の実態が一体どうなっているかという
テーマで調査いたしました。その後、その調査結果を委員会等で検討いたしまして、さら
に国の基幹統計等も勘案しますと、どうも捉えている言葉や実態がよく分からないという
ことになりました。同じ言葉を使っているようでいて、我々は違うものを見たり聞いたり
しているのではないかということでございます。そこで、質的調査を２年間にわたって行
い、供給上の難は何なのかということを調査してまいりました。
　若干お断りしておきたい点がございます。地域調査のところで、各都道府県の医師会さ
んや大学さん等にインタビューに行っております。ところが、新型コロナの関係で、皆様
が非常にご多忙の折に調査を返却するという作業をするのは不適切であるということで、
事業を途中で止めております。従いまして、この質的調査のところは結論というのではな
くて、プロセスと途中の変わらない部分のご紹介という形になります。
　さて、調査の背景をご説明いたします。本学には主に常勤の産業医の求人が参りまして、
企業へ毎年７０名、８０名新しく産業医として着任していくにもかかわらず、それを超し
た求人がずっと続いていておりました。これはどういうわけだろうかということが、調査
の背景にございます。【資料 9-2】

　一方で、この資料は医師、歯科医師、薬剤師調査からの常勤の産業医のデータでござい
ますが、常勤の産業医も統計が取られるようになってから非常に増加していることが分か
ります。【資料 9-3】
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　そして、嘱託産業医、日本医師会の認定産業医も、今般１０万人を超えましたし、実際、
免許を更新されている方は６万人を超えています。年々産業医は増加しているわけです。
【資料 9-4】

　しかし、産業界から実際の声として、不足している、どうにかならないかという声も私
どものほうに寄せられて参りました。
　そこで、常勤の産業医の方から考えました。【資料 9-5】
　二つのロット、１０００人以上の事業所数と常勤の産業医数の差が求人になるだろうと
想定し、これを重ねてみますと、１００から２００名くらいが全国の求人数になるのでは
ないかと考えたわけです。
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　ところが、これを抜き出して拡大しますとこのようになります。【資料 9-6】
　産業医大に来た求人はおよそ全国の常勤産業医の３分の１くらいではないかと概算して
いますが、事業所の数と常勤の産業医の数と求人の数は乖離してきております。

　実は、総務省の事業所の全数調査、経済センサスで１９９９年を起点といたしますと、
嘱託産業医、常勤の産業医等の対象になります５０人以上の事業所の数は増加し続けてい
ます。【資料 9-7】



152

　１９９０年比で見ますと、民営の事業所は５０人以上のものがずっと増加し続けていま
す。全国の事業所数全体は減り、５０人以下の事業所も減少してきております。つまり、
産業医の選任を必要とする事業数は増え続けているということでございます。これが、昨
今の嘱託産業医あるいは常勤の産業医を含めた、産業医を探してもなかなか見つからない
という事業所からの声の原因の一つであろうと考えることができるわけでございます。
　しかしながら、この分野の基幹統計である労働安全衛生基本調査、これを年度別に並べ
てみますと、産業医の選任率というのは５０人以上の事業所も含めてよい値で推移してい
ます。【資料 9-8】
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　産業界から来るような、産業医が不足しているといった実態が統計では捉えることがで
きていないわけです。
　これはなぜだろうかとよくよくグラフを着目しますと、実は有効回答率が年々下がって
きていることが分かります。【資料 9-9】

　統計は通常、有効回答と無回答にバイアスなしと仮定しますので、その前提であれば産
業医は充足するのですが、回答していない方は産業医を選任できていない、そこに求人が
あるのではないかと考えますと、常勤の求人数が増加していることについて、ある程度の
説明ができるわけでございます。【資料 9-10】
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　ただ、統計の立場からしますと、この基幹調査の本旨である充足率が規模別・産業別で
どのような状態かということとは乖離いたしますし、全国の分布もここからは分からない
という状況でございます。
　一方、特に中小の事業所を考えた場合、３万人以上の嘱託産業医活動をしている先生方
がいらっしゃる一方、５０人以上の事業所は１６万事業所ございます。しかし、事業所の
産業医選任率は９割以上ということですので、それでは１人１事業所を担当している方が
多いにもかかわらず、こういった高い充足率が出るのはなぜだろうかという疑問が出てま
いります。
　そこを明らかにできるものはないかと探したところ、千葉県の産保センターさんが報告
されていたデータを見つけました。【資料 9-11】

　資料の下の方は、事業所数と事業所カバー率がどれくらいになるかを示したものです。
これを見ますと、千葉県で５０人以上の事業所がおよそ９割の選任率になるには、産業医
１人が８事業所以上を担当しなければならないことが分かります。このようなことが全国
で行われていて、日本の産業医活動が高いカバー率になっているのだろうということが、
問題の背景としてつかめてまいりました。
　そこで、さまざまな方に委員をお願いしまして、産業医の不足とは何なのかを考えてみ
ることにいたしました。私たちが「医師の不足」あるいは「偏在」といった言葉を使うと
きに、同じ「不足」と言っておきながら、実際には違うことを指していることがかなりご
ざいます。それについては、この資料にあるような項目が考えられましたが、これらを俯
瞰できるような統計は恐らくないだろうということになりました。【資料 9-12】
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　そして、これを俯瞰するための調査をやりましょうということになって、平成２８年度
の我々が実施しました調査の概要を設計いたしました。【資料 9-13】

　事業所に対しては、産業医等の充足ではなくて、活動の状況がどうか、それに人が足り
ているか、そして、産業医の確保は容易であったか、離任・着任の状況はどうであったか、
新たに採用があった場合にどのような採用ルートを取っているか、そして、採用された後、
どのような能力向上や支援を事業所内あるいは事業所外として持っているかを調査するこ
とにいたしました。
　個人に対する調査は、新規に産業医資格を取る方に対して、産業医勤務で重視する条件
は何か、どういった就職ルートを取りたいか、充実するのに必要な事項は何か等々を調査
いたします。
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　事業所調査の方は、１０００人以上の事業所は１００％抽出、１０００人未満は２層に
分けて、国の統計と同じで１％抽出で事業所を選定し、回収いたしました。個人調査は、
事業所にいらっしゃる先生に答えてもらうものと、集中的な研修の際に得た回答の２層で
ございます。【資料 9-14】

　この資料で、特に皆様に注目していただきたいのは、下の部分、１０００人未満の事業
所でございます。【資料 9-15】
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　人員数１０００人未満でも事業所が保健師や産業医、衛生管理者を配置していますが、
業務量が現体制を上回っていると答えたところが１５％ありました。１０００人以上の大
規模事業所だとその割合が大きくなります。つまり、仕事量が増えているということでご
ざいます。
　次の資料を見ますと、日本の事業所の状況が分かります。【資料 9-16】

　９９年比の民営の事業所を人数規模別にしていますが、従業員数が５０人以上の事業所
も１０００人以上の事業所も、雇用している人数は上昇傾向にあります。そうなると、産
業医の業務の種類が増えただけでなく、対象人員も増えているわけですから、これが業務
量増加の影響の一つかと考えております。
　また、産業医がここ２年間就・退職があったかを聞きますと、長くやっておられる事業
所ももちろんございますが、１０００人未満の事業所で４分の１くらいは入れ替えがあっ
たと答えております。【資料 9-17】
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　そうしますと、本来はもう少し緻密にやらなければいけないところですが、全国におよ
そ１６万事業所がございますので、２年間で４万事業所の産業医、偏差がございますので、
少なくとも数万くらいの事業所の産業医の入れ替えがあるだろうということが分かってま
いりました。【資料 9-18】

　一方、新規に産業医資格を取られた方がどういった考えを持っておられるかということ
ですが、９割以上の方が短時間勤務を志望されています。【資料 9-19】
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　さらに、詳しくインタビューすると、短時間勤務で、しかもなるべく大きな企業で、よ
い給料で働きたいというのが実態でございます。【資料 9-20】

　一方、常勤の産業医の求人数、１０００人以上の従事者がいるような大企業で、非常勤
の短時間勤務の求人がどれくらいの事業所にあるかということをアンケートで聞いており
ますので、そこから有効求人倍率を出してみますと、需給のギャップが非常に大きいこと
が分かります。大企業で求めている常勤者は多いが、志望者は少ない。逆に、短時間勤務
を大企業でやりたいという方は非常にたくさんいるけれども、そういった募集は少ないと
いう状況が明らかになりました。
　中小の事業所も含めまして、どういう役割の産業医が欲しいかも聞きました。【資料
9-21】
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　これについては、「指導的役割を担う人材が欲しい」、「業務内容に精通している産業医
が欲しい」というような、若干ぜいたくな悩みが最近の事業所では多いという傾向が出て
きております。
　そこで、採用困難・容易と答えているところの事業所の中身を見てみました。【資料
9-22】

　採用が容易であるという１０００人未満の事業所はどういった業種かと見ますと、実は
保健医療業種や、大学等の教育業が、組織内に医師がいるからということで「容易だ」答
えております。一方で、採用困難である事業所の業種というのは製造業やサービス業で、「地
理的に採用が難しい」や「ルートがない」「専門的な能力を有する産業医が見つからない」
というところが採用困難の理由に挙げられています。
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　こういった中で、新規の資格を取得された方がどういった求職ルートを取ろうとしてい
るかの企図を聞きますと、求職者側は、医師会からの紹介やあっせん、求人サイトを利用
したいという方が非常に多い傾向が見えました。【資料 9-23】

　しかし、事業所から出た求職で成功したルートを見ますと、有料紹介業の成約、成功事
例は、大都市圏に偏在しておりまして、半数が関東でございました。【資料 9-24】
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　この調査では、事業所側にどのような求人・求職ルートを今後整備してほしいかと問う
ています。それに対する回答には、地元医師会と地元大学に、供給の窓口等をもう少し明
瞭にして整備をしてほしいという期待が非常に高く表れておりました。【資料 9-26】

　平成２９年の調査では、産業医の仕事量は増えていて、頻繁な離職や交代に伴う空席の
ことを不足と言う場合もあれば、業務の質や価格が合わないということに対する不足もあ
りました。求人像と求職が乖離していることや、地域に産業医があまりいないといったこ
とを理由とした不足があることは分かりましたが、それ以外のところは分かりませんでし
た。調査紙調査の限界です。【資料 9-25】
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　インタビュー調査に当たり、産業医の供給側が講習会を実施して名簿を管理し、資格を
維持するという供給の段階の仮説を立てました。【資料 9-28】

　これまでも都道府県医師会が研修体制や名簿を整備し、郡市区医師会が産業医を紹介し
てきました。さらに、産業保健総合支援センターが研修や小規模事業者を担当し、地元大
学も講師や相談員を各所に派遣しているという構造がございます。おそらくは使っている
用語や背景に違う部分が微妙にあって、それが紙の調査からでは分からないのだろうと思
います。各組織が事業を実施あるいは担当する際に、何らかボトルネックが生じているの
ではないだろうということになりまして、１３の中規模の道府県を選定させていただいた
上で、紙ではなくインタビュー調査を行いました。【資料 9-27】

　我々のような大学や医師会で講習会を担う者としては、資格付与をすることによって産
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　県医師会からの答えによりますと、産業医の研修会等はしていますが、事業所がいくつ
あって、どこまでが産業医が不足しているか等は分からないとのことでした。一方で、統
計はないけれども、県内の状況は地元なので分かりますという声もございました。「名簿」
や「紹介」という言葉も郡市区医師会や県医師会によって、意味が異なるという状況も分
かりました。【資料 9-30】

業医を「供給」しているイメージなのですが、事業所側からしますと、十分な活動をして
くれる産業医がいて、初めて彼らにとっての「供給」になるわけです。従って、この各段
階でどんな困り事やボトルネックがあるか、今後に向けて調査、分析を進めております。
　平成３０年から令和元年にかけては、この資料にありますように半構造化面接を実施し、
匿名化し、取りまとめるということをしております。【資料 9-29】
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　次も県医師会の答えですが、名簿等はあっても、産業医にどれくらいの需要があるのか、
全体像が分からないという状況が非常に多くありました。【資料 9-31】

　また、知り合いの医師の紹介で業務が成り立っていることも分かりました。これ自体は
非常にいいことだと思います。そのほか、実は産業医だけではなく、医師の高齢化が原因
で、学校医や当番医、予防接種などを担当する地元の医師がそもそもいなくて困っている
ということが背景にあり、それが「医師不足」や「偏在」という言葉の実態である地域も
ございました。
　次は大学等の回答ですが、実は組織改編等で産業保健の専門家が少なくなった、あるい
は人材がいなくなっている等の声もございました。【資料 9-32】
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　次は労働衛生機関等の回答です。【資料 9-33】

　労働衛生機関も産業医の派遣や研修などを受託している自分たちのお客様のところは把
握していても、地域全体の把握まではしていないところが多いということが分かりました。
　次も働衛生機関等の回答です。【資料 9-34】

　こういった労働衛生の専門機関からも、産業医の契約範囲を明確化することが、最近は
非常に難しくなってきているという声がありました。また、通常の医療の需給と産業医の
需給は分布が違うので、産業医の供給が困難になるという意見等もございました。【資料
9-35】
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　紹介派遣会社は紹介等に特化していて、研修機能というものはないと回答がありました。
あるいは、登録者はたくさんいるけれども、実際に、彼らの言葉を使うと、使い物になる
レベルの先生の確保がなかなか難しいという声がございました。
　以上をまとめますと、産業医の質的なことも含めますと、同じ「不足」という言葉でも
多様な状況があるということでございます。【資料 9-36】

　我々も産業医供給の一翼を担っている団体でございますが、供給の各段階で部分最適化
が進んでおりまして、それぞれが部分最適の存在ゆえに多少分断ぎみではなかったろうか
というのが、現在の反省や今回の調査等で分かってきたことでございます。【資料 9-37】
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　結局のところ、各団体で「供給」の意味が異なっていたことになります。今後は全体の
最適化も進めるべきでございますし、需要や供給を観察する指標やバランシングをする機
関をどうするかというところも、今後の地域ごとの課題になってくるかと思います。【資
料 9-38】

　昭和４４年、産業衛生学会の協議会で産業医不足について語られた内容が学会誌等に
残っておりますが、繰り返し同じような問題が生じております。これをスパイラルアッ
プいたしまして、今後の我々は歴史を繰り返すのではなく、さらに向上する道へ行きた
いというところが、皆さんも同じようにお考えなのではないかと思っております。【資料
9-39】
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　本調査は、このような有識者の皆様からのご意見を頂き、事業を進めております。【資料9-40】

　調査にご協力いただいた医師会の皆様にも、今回、この場を借りて御礼申し上げたいと
思います。
　以上です。
○川上理事長（司会）　一瀬先生、どうもありがとうございました。私の理解では、産業
医学振興財団の事業として行われた産業医需要供給実態調査の結果をご報告いただいたと
思います。産業医の不足というものがいろいろな要因からできていることが理解できまし
て、特にその中には、産業医選任のプロセス、求人のプロセスのようなところをもう少し
明確化する必要もあるという重要な指摘を頂いたと思います。この産業医組織化の事業の
中で、またその辺りも、各郡市医師会、都道府県医師会でも検討いただければ、大変素晴
らしいことなのではないかと思います。どうもありがとうございました。


